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玉城町公告第１１号 

 

 令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクト伴走支援業

務企画提案コンペに係る業者選定を下記のとおり実施する。 

 

 

令和７年５月１３日 

 

       玉城町長 辻󠄀 村 修 一 

 

記 

 

令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクト伴走支援業務 

企画提案コンペ実施要領 

 

１．目的 

本事業はたまきデジタル戦略推進計画にて、町民の利便性向上の実現や行政運営の効率

化、デジタル施策全体の最適化、安心・安全の実現に向けて、様々なデジタル活用施策を

計画している。そのうち、基本方針1．町民サービスの向上、つながる地域の実現において

以下の取組みが掲げられている。  

（１）マイナンバーカードの普及・利活用促進  

（２）行政手続きのオンライン化  

（３）ワンストップサービスの推進（総合窓口、書かない窓口など）  

（４）さらなる住民サービスの向上のための施策の推進（行かない窓口など）  

本件は上記「（３）ワンストップサービスの推進」および「（４）さらなる住民サービスの

向上のための施策の推進」における窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクトを効果的に推

進することを目的とする。 

 

２．概要 

（１）業務委託名  令和７年度 第１１号 

          玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクト 

伴走支援業務 

（２）業 務 内 容  令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジ

ェクト伴走支援業務仕様書のとおり 

（３）履 行 期 間  契約締結の日から令和８年３月１９日まで 

（４）契約上限額  １，８２０，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 
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３．参加の資格 

 参加者要件は次の要件を満たした者とする。 

  （１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

でないこと。 

  （２）玉城町入札参加資格者名簿に登録されていること。国・地方公共団体の指名停止又

は指名除外の措置を受けていない者。 

  （３）手形交換所により取引停止処分を受ける等経営状態が著しく不健全な者でないこと。 

  （４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく会社更生手続開始若しくは更生

手続開始の申立がなされている場合、又は、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）

に基づく再生手続開始若しくは再生手続開始の申立がなされている場合にあっては、一

般競争（指名競争）入札参加資格の再審査に係る認定を受けていること。 

  （５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２

条第１項各号に掲げる者でないこと。 

 

４．委託業者選定方式 

 企画提案型コンペ方式（書類審査） 

 

５．企画提案資料の提出及び期限等 

（１）提出書類 

  ①企画提案書提出届【様式１】 

  ②会社概要書【様式任意：Ａ４版１ページ以内】 

  ③業務実績【様式任意：Ａ４版１ページ以内】 

  行かない窓口導入に関する業務の主な契約実績（実施年度、事業名、契約相手先） 

④業務実施体制【様式任意：Ａ４版１ページ以内】 

  実施体制及び配置可能な技術者の氏名、所属、経歴、資格を明記すること。この他、

円滑に実施するための体制について、特記すべき事項があれば記載すること。 

⑤企画提案書【様式任意】 

 企画提案書には以下の項目を記載（ア～オの順）し、全体をＡ４版、両面印刷１０ペ

ージ以内で作成すること。（Ａ３版の場合は、１ページをＡ４版２ページとする。また、

表紙を付ける場合にはページに含めない。）文字サイズは１０．５ポイント以上とし、カ

ラー印刷での提出も可とする。 

ア 業務理解 

イ 別添仕様書「５．業務の内容」に記載された項目に関する提案 

ウ 業務実施計画 

エ 事業全体像（地域再生計画及び実施計画をふまえた３ヶ年の流れなど） 

オ その他（本業務遂行にあたり、仕様書に記載された事項に加えて実施できる提案

や他社に対して優位であると思われる点など） 
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⑥見積書【様式２】（原本を１部提出） 

「５．業務内容」に沿って、積算が詳細に分かる内訳書を添付すること。 

※見積書は、封筒に入れ、割印をすること。 

（２）提出期限  令和７年５月２６日（月）１７時まで（必着） 

（３）提出部数  ９部（原本１部、副本８部※見積書は含まない） 

（４）提出方法  窓口に持参または郵送とする（郵送の場合書留郵便での送付が好ましい）。 

 

６．審査方法・評価基準 

（１）審査方法 

     書類審査方式とし、提出された企画提案書の内容を下記評価基準のとおり審査し決定す

る。合格基準については、得点の合計平均が評価点のＣ普通の６０点を越えていることと

する。 

 

 

（２）審査項目・評価基準 

  ＜審査項目＞ 

審査項目 全体に占める割合 評価事項 

業務実績 ５/１００ 別紙１参照 

業務実施体制に関する提案 １０/１００ 別紙１参照 

業務理解 １０/１００ 別紙１参照 

仕様書「５．業務の内容」に記載された項目に

関する提案 
６０/１００ 別紙１参照 

その他 １０/１００ 別紙１参照 

見積金額 ５/１００ 別紙１参照 

（３）審査結果 

   審査結果は、令和７年６月２日（月）午後５時までに連絡予定 

（４）その他 

 審査結果についての異議申し立ては一切受け付けない。 

 

７．質問及び回答 

（１）受付期間 公告日から令和７年５月１６日（金）１７時まで（必着） 

（２）受付方法 質問書【様式３】をメール又はＦＡＸで受け付ける。なお、回答日までに回

答がない場合は担当まで連絡すること。 

（３）回答方法 質問のあった日から２営業日までに、町ホームページへ回答する。 

（４）回答の取扱い 回答は仕様書に準ずるものとする。 

 

８．参加申込書の提出期限 
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（１）提出書類  

   令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクト伴走支援

業務企画提案コンペ参加申込書【様式４】  

（２）提出期限 令和７年５月２２日（木）１７時まで（必着） 

（３）提出方法  

   窓口持参または郵送とする。 

（４）受理の確認 

 参加申込書の提出後は、提出期限までに電話にて担当課に受理の確認を行うこと。 

 

９．提案書の無効及び失格 

次のいずれかに該当する場合は、無効又は失格とする。 

（１）提出期限を過ぎて企画提案書等が提出された場合。 

（２）提出書類に虚偽の記載があった場合。 

（３）会社更生法等の適用を申請する等、契約を履行することが困難と認められる状態になっ

た場合。 

（４）審査の公平性を害する行為があった場合。 

（５）その他、企画提案にあたり著しく信義に反する行動等があった場合。 

 

１０．留意事項 

（１）企画提案コンペ及び契約の手続きにおいて用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日

本の標準時及び計量法によるものとする。 

（２）企画提案に要する費用は、提案者の負担とする。 

（３）提出された提案資料については、返還しない。 

（４）提出された提案資料については、玉城町情報公開条例（平成１１年玉城町条例第１７号）

に基づき情報公開の対象となる。ただし、企業秘密など公開することで提案者に不利益を与

える部分は、原則として公開しないので当該部分を明記すること。 

（５）その他必要な事項は、玉城町会計規則の規定によるものとする。 

（６）成果物の著作権の全部（著作権法第２７条及び第２８条規定の権利を含む）は、玉城町

に帰属するものとする。 

 

１１．連絡及び提出先 

〒５１９－０４９５ 三重県度会郡玉城町田丸１１４番地２ 

玉城町役場 まちづくり推進課  担当：永井、村井 

電話番号：０５９６－５８－８２０８  Ｆ Ａ Ｘ：０５９６－５８－４４９４ 

E-ma i l  ： senryaku@town . tamak i . l g . j p 
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（別紙１） 

令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクト伴走支援業務 

に係る業者選考審査基準及び配点 

審査 

項目 
評価事項 

配 

点 

評価点の掛け率 

Ａ 

（1.0） 

Ｂ 

（0.8） 

Ｃ 

（0.6） 

Ｄ 

（0.4） 

Ｅ 

（0.2） 

業務 

実績 

各種プロジェクトサポート、伴

走支援業務に関する業務の主な

契約実績（実施年度、事業名、

契約相手先等） 

5 

点 

5件 

以上 
4件 3件 2件 1件 

業務実施 

体制 

業務遂行に十分な組織体制が整

っており、柔軟な対応が可能か。 

10 

点 

極めて 

妥当 
妥当 普通 

やや 

不十分 
不十分 

業務 

理解 

本事業の背景・目的を理解した

提案になっているか。玉城町の

現状、将来を見据え、考えられ

た提案になっているか。 

10 

点 

極めて 

妥当 
妥当 普通 

やや 

不十分 
不十分 

仕様書

「５．業務

の内容」に

記載され

た項目に

関する提

案 

【（１）本プロジェクトの全体推

進に係るマネジメントの支援】 

20 

点 

極めて 

妥当 
妥当 普通 

やや 

不十分 
不十分 

【（２）プロジェクト計画書案の

作成】プロジェクトの方針やル

ール、業務工程、管理方法など

は具体的かつ実現可能なものか

など 

20 

点 

極めて 

妥当 
妥当 普通 

やや 

不十分 
不十分 

【（３）プロジェクトマネジメン

ト支援】導入対象業務の選定に

対する助言や方向性・内容調整

等の支援が実現できる提案にな

っているかなど 

20 

点 

極めて 

妥当 
妥当 普通 

やや 

不十分 
不十分 

その他 

仕様書に記載された事項に加え

て実施できる提案や他社に対し

優位であると思われる点など。 

10 

点 

極めて 

妥当 
妥当 普通 

やや 

不十分 
不十分 

見積 

金額 
右の通り 

5 

点 

見積金額満点（５点）×提案された最低額/提案額 

（小数点以下は切り捨て） 

合計（１００点満点）        点 
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【様式１】 

 

企画提案書提出届 

 

 

 玉城町長  宛 

 

 

令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクト伴走支援業

務について、別紙のとおり企画提案書を提出します。 

 

 

 

    年   月   日 

 

所 在 地 

 

商号又は名称 

 

代表者氏名                

 

 

 

 

担当者 

氏   名  

所属・ 

役職等 

 

住   所  

電 話  FAX  E-mail  
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【様式２】 

 見 積 書 （委託業務関係用） 

見 積 価 格 ￥ 

施行（履行）場所 度会郡  玉城町  地内  

委 託 （ 業 務 ） 名 
令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けた

プロジェクト伴走支援業務 

入 札 保 証 金  

 

 上記金額で玉城町会計規則（平成 9 年玉城町規則第 10 号）及び指示のあった条件によ

って請負したいから見積します。 

 なお、上記金額に 100分の 110を乗じた額（1円未満の端数は切り捨てる。）が契約希望

金額です。 

 

 

     年   月  日  

 

 

        見積者  住 所 

 

             氏 名                印 

 

 

  玉  城  町  長   宛  
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【様式３】 

質    問    書 

 

    年   月   日 

 

玉城町長  宛 

 

所 在 地 

 

商号又は名称 

 

担当者氏名           

電 話  

ＦＡＸ  

E-mail  

            

令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクト伴走支援業

務に係る企画提案コンペについて、下記のとおり質問します。 

記 

項  目 

（書類名称・ページ・項目など） 

 

 

内  容 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 質問事項は、本様式１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。 

 

 

送付先：玉城町役場まちづくり推進課 〒519-0495  三重県度会郡玉城町田丸 114-2 

電話 0596-58-8208 ＦＡＸ 0596-58-4494 
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【様式４】 

 

令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けた 
プロジェクト伴走支援業務企画提案コンペ参加申込書 

   

年  月  日 

 

玉城町長  宛 

 

私は、令和７年  月  日付で公開された下記の案件に参加したいので、申し込みます。 

なお、この申込書の記載事項については、事実と相違ないこと及び下記誓約事項について誓

約します。 

 

所 在 地 

 

商号又は名称 

 

  代表者氏名                

 

記 

 

１．案件名称  令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けた 

プロジェクト伴走支援業務 

 

２．誓約事項 

①地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者でな

いこと。 

  ②玉城町入札参加資格者名簿に登録されていること。国・地方公共団体の指名停止又は指

名除外の措置を受けていない者。 

  ③手形交換所により取引停止処分を受ける等経営状態が著しく不健全な者でないこと。 

 ④会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく会社更生手続開始若しくは更生手続

開始の申立がなされている場合、又は、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基

づく再生手続開始若しくは再生手続開始の申立がなされている場合にあっては、一般競

争（指名競争）入札参加資格の再審査に係る認定を受けていること。 

 ⑤暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二

条第一項各号に掲げる者でないこと。 

 

３．申込書の記載に関する連絡先 

 

名  称： 

担当者名： 

電話番号： 

FAX 番号： 

E-mail ： 

※申込書に記載の個人情報に関しては、落札資格確認のために利用する以外に使用しません。 

※本書類提出後に参加を辞退する場合は、速やかに事務局あてに連絡してください。 

    

                      令和７年５月２２日（木）１７時 必着 
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令和７年度玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクト伴走支援業務 

仕様書 

 

 

１． 業務委託名  

令和７年度 第１１号 

玉城町行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクト伴走支援業務 

 

２．目的  

本事業はたまきデジタル戦略推進計画にて、町民の利便性向上の実現や行政運営の効率

化、デジタル施策全体の最適化、安心・安全の実現に向けて、様々なデジタル活用施策を

計画している。そのうち、基本方針1．町民サービスの向上、つながる地域の実現において

以下の取組みが掲げられている。  

（１）マイナンバーカードの普及・利活用促進  

（２）行政手続きのオンライン化  

（３）ワンストップサービスの推進（総合窓口、書かない窓口など）  

（４）さらなる住民サービスの向上のための施策の推進（行かない窓口など）  

本件は上記（３）ワンストップサービスの推進における窓口業務デジタル化へ向けたプ

ロジェクトを効果的に推進することを目的とする。  

 

３．履行期間  

契約締結の日から令和８年３月１９日まで  

 

４．契約上限額  

１，８２０，０００円（消費税及び地方消費税を含む）  

 

５．業務内容  

行かない窓口等の窓口業務デジタル化へ向けたプロジェクトの推進に必要な支援として、

次の業務を行うものとする。  

（１）本プロジェクトの全体推進に係るマネジメントの支援  

（２）プロジェクト計画書案の作成  

当町と協議の上、プロジェクトの方針やルール、実施体制、スケジュール、管理方法な

どを作成し提出すること。尚、作成に当たっては町と十分な協議を行うこと。  

（３）プロジェクトマネジメント支援  

進捗管理、ベンダー管理、コミュニケーション等のマネジメントに係る支援を行うこと。  

行かない窓口の実現に向けたソリューション導入に係る各種会議体に参加し、導入対象
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業務の選定に対する助言や方向性・内容調整等の支援を行うこと。  

（４）その他  

・次年度以降の将来構想へ向けた助言・調整等の支援  

・交付金申請に伴う支援  

・各種資料作成  

・各種会議への参加  

【会議体の実施目安】  

・月次定例会 ２回程度  

・OA委員会 ２回程度  

・その他打合せ 適宜 

 

６．業務の実施体制  

・受注者は、町と緊密に連携を取りながら、業務を進めることとする。  

・受注者は、本業務又は本業務に関連する事項について、町から依頼又は問合せがあった

場合、適切な助言や必要な支援を行うこと。  

・受注者は、業務遂行における体制を明確にし、本プロジェクト担当者（責任者を含む）

の名簿および連絡先を明記した実施体制表を契約締結時に提示すること。原則として体

制の変更は認めず、やむを得ず変更する場合は、従前の担当者と同等以上の技術を有す

ることを示す資料を提示し事前に承認を得ること。  

 

７．打合せ・協議  

本業務の遂行にあたっては、担当課（担当者）との連絡を密にするように努め、十分な

協議を行い本業務が効率的かつ効果的に進められるよう最大限努力すること。打合せ後は

打合せ記録（軽微な打合せを含む）を作成し、７日以内にすみやかに担当課に提出するこ

と。  

また、緊急を要する場合等に対応するため、速やかに連絡がとれる体制を確立すること。  

（想定回数）  

・「５．業務内容（４）その他」を参照すること。  

 

８．成果品及び納入場所  

【成果品】  

次のものについて電子データにより当町が指定する方法・期日までに納品すること。  

（１）プロジェクト計画書案  

（２）中間報告書（令和7年9月末までに取り組んだ本業務の成果等）  

（３）最終報告書（本業務の総括）  

（４）各種会議における議事録  

（５）その他，当町と協議の上決定したもの業務報告書（紙媒体２部、電子媒体１部）  
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【納入場所】玉城町役場 まちづくり推進課 

 

９．暴力団等排除措置要綱による契約の解除  

受注者が「玉城町の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４条の

規定による措置を受けたときは、契約を解除することがある。  

 

１０．暴力団等による不当介入を受けた時の対応と義務  

（１）受注者は、業務の履行にあたって暴力団・暴力団関係者又は暴力団関係者又は暴力

団関係法人(以下暴力団等という)による不当介入を受けた時は、次の義務を負うものと

する。  

ア 断固として不当介入を拒否する。  

イ 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。  

ウ 発注者に報告すること。  

エ 業務の履行において暴力団等による不当介入を受けたことにより支障及び被害が

生じる恐れがある場合は、発注者と協議を行うこと。  

（２）発注者が（１）のイ又はウの義務を怠ったときは、玉城町の締結する契約等からの

暴力団等排除措置要綱第７条の規定により必要な措置を講じる。  

  

１１．その他  

（ア）本事業は 新しい地方経済・生活環境創生交付金（デジタル実装型）を活用して実施する

事業であるため、関連する法令等を踏まえ、適切に実施すること。  

（イ）受注者は、業務の進行状況等を定期的に報告するほか、担当者の求めに応じて報告

を行うものとする。  

（ウ）業務の目的を達成するために、担当者は業務状況・進行状況に関して必要な指示を

行うものとし、受注者は協議の上で、この指示に従うものとする。  

（エ）受注者は、業務上知り得た情報について、許可なく外部に漏らしてはならない。  

（オ）業務の目的を達成するために、その他、本仕様書に明示されていない事項で必要な

作業が生じた際には、双方協議の上決定する。 

 


